
地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

7

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 越谷・松伏水道企業団

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

36 水道業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

36

所 在 地 越谷市越ヶ谷三丁目５番２２号

事 業 者 番 号 2075

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,649 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

水道事業
　年間総配水量　37,308,310 
　給水人口　　　　 369,676人
　職員数　　　　　　　 108人
　浄水場　２か所、　配水場　３か所

区 分 その他

34,263 百万円

107従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 207500 越谷・松伏水道企業団 1,649

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,649

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 越谷・松伏水道企業団　事務局

所 在 地 １ 越谷市越ケ谷三丁目５番２２号

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:30～17:15（土日祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 事務局　総務課 048-971-7904 somu@union.koshi-matsu.lg.jp

しない



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,007 2,788 2,601 3,047 3,186

越谷・松伏水道企業団　水道事業マスタープラン
計画期間　平成28年度～令和7年度
第4章　基本理念と推進する実現方策
基本方針　持続可能な水道事業経営を目指して
3-5　環境への配慮
(1)　エネルギー消費量の削減
　令和7年度までに二酸化炭素排出量を基準年度（平成25年度）比で33％削減することを目標に
掲げることで、環境に配慮した事業を推進し、エネルギー消費量の削減に努めます。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,007 2,788 2,601 3,047 3,186

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

7 事業者番号 2075 事業所番号 207500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 越谷市

字 ・ 地 番 越ヶ谷三丁目５番２２号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 越谷・松伏水道企業団
前年度にお
ける事業所数 6

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 36 水道業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 36

事 業 活 動 の 概 要

水道事業　年間総配水量　37,308,310 
　　　　　給水人口　　　　 369,715人
　　　　　職員数　　　　　　　 108人
　　　　　浄水場　２か所、　配水場　３か所

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/千 /年

平成17年度を基準（3,876t-CO2）として、令和2年度から令和6年
度末までの5年間で総量を5,000t-CO2削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,876 t-CO2

基準となる
原 単 位

　令和7年度までに基準年度（平成25年度2,851t-CO2）比で33％削
減する。
　なお、令和8年度以降は水道事業マスタープラン（計画期間：令
和8～17年度）策定中のため未定。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,851 t-CO2

基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 築比地浄水場 北葛飾郡松伏町大字築比地８０２番地

3 南部浄水場 埼玉県越谷市南越谷三丁目２３番２２号

番号 事業所名 所 在 地

1 越谷・松伏水道企業団 越谷市越ヶ谷三丁目５番２２号

6 北部配水場 越谷市大字下間久里６３３番地

7

4 東部配水場 埼玉県越谷市レイクタウン五丁目２４番地

5 西部配水場 越谷市大字北後谷２０１番地

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 207500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,617 1,505 1,412 1,639 1,649

3,186

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.3 -6.7 17.1 4.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,876 3,007 2,788 2,601 3,047

17.8

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 22.4 28.1 32.9 21.4

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,007 2,788 2,601 3,047 3,186

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0780 0.0734 0.0695 0.0822 0.0854

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.9 -5.4 18.3 3.9

37,308.31
配水量 千 /年

活 動 規 模 の 指 標 単 位
38,552.00 37,980.53 37,443.77 37,069.31



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 207500

令 和 ５ 年度
（ 2023年度）

築比地浄水場において、省エネタイプの配水加圧ポンプと連結する止水弁が故障し、消
費エネルギーの多い配水加圧ポンプを多く稼働させて配水していたため、電力使用量が
増加し、CO2排出量が増加した。

令和 ６ 年度
（ 2024年度）

　西部配水場において、設備の更新工事に伴い、長期間にわたり小水力発電機を停止し
ていたため、電力使用量が増加し、CO2排出量が増加した。また、配水ポンプを高効率
のインバータポンプに更新したため、更新後は電力使用量が減少し、CO2排出量が減少
した。

令和 ２ 年度
（ 2020年度）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための外出自粛等の影響により、主に一
般家庭の使用水量が増加したため、配水量が増加した。
　その結果、電力使用量が増加したため、CO2排出量が増加したものと考えられる。

令和 ３ 年度
（ 2021年度）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための外出自粛等の緩和傾向の影響によ
り、主に一般家庭の使用水量が減少したため、配水量が減少した。
　その結果、電力使用量が減少したため、CO2排出量が減少したものと考えられる。

令和 ４ 年度
（ 2022年度）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための外出自粛等の緩和傾向の影響によ
り、主に一般家庭の使用水量が減少したため、配水量が減少した。
　その結果、電力使用量が減少したため、CO2排出量が減少したものと考えられる。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 207500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 340500

発電専用設
備、コージェ
ネレーション
設備

34_熱の動力等への
変換の合理化に関
する措置

小水力発電の導入（西部配水場） R1以前 R1以前 312.0

1 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

高架水槽による自然流下配水（築比地浄水
場）
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

R1以前 32.0

4 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

高効率機器の導入（東部配水場） R1以前 R1以前 80.0

3 340500

発電専用設
備、コージェ
ネレーション
設備

34_熱の動力等への
変換の合理化に関
する措置

太陽光発電の導入（北部配水場） R1以前

R6 151.0

6

5 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

高効率機器の導入（西部配水場） R6

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 207500


